
  
大規模災害に備える ―日本海側が果たすべき役割― 

 

日本海沿岸に位置する 12 経済同友会は、東京一極集中の是正と日本海側地域の

連携強化を目的に「日本海沿岸地域経済同友会サミット」を再始動させ、令和 7 年

7 月の第 1 回北海道サミットでは、「日本海沿岸を結ぶ交通網の整備」をテーマに、

物流、リスク分散、地域振興の観点から、成⾧基盤としての広域交通ネットワーク

の強化が喫緊の課題であるとの認識で一致した。 

第２回富山サミットでは、日本海側をもう一つの国土軸へと育てるべくこれまで

の議論を深め、「大規模災害に備える―日本海側が果たすべき役割―」をテーマに、

日本海側の優位性や災害時に果たすべき役割について議論した。日本海側国土軸の

戦略的活用は、既存資産の再配置と段階的な機能移行による、安全性と効率性を同

時に高める国家存続の為の戦略であり、将来確実に訪れる大規模災害を前提とした

国土設計の刷新を求めるものである。 

不幸にも一昨年１月に能登半島地震に見舞われ、日本海側の不十分な交通ネット

ワークやインフラの整備と、脆弱な防災・減災対策が露呈した。日本海側国土軸の

戦略的活用は太平洋側だけでなく、日本海側地域における自らの機能を高める上で

も、必要不可欠であることが明らかとなった。 

この提言が国家存続の為の戦略として、国民的議論と具体的行動の起点となるこ

とを期待する。 

 
Ⅰ 首都直下地震・南海トラフ地震の被害想定と対策の評価 
 

最新の首都直下地震及び南海トラフ地震に関する報告書によると、今後 30 年以
内に両地震が発生する確率は、首都直下地震では M7 程度の地震が 70％程度、南
海トラフ地震では M8～9 クラスの地震が 60％～90％程度以上と見込まれる。首都
直下地震では経済活動に与える影響が極めて大きく、南海トラフ地震では広範囲に
わたる建物の倒壊、ライフラインの破壊が見込まれ、復旧が極めて困難であるとさ
れている。 

わが国は人口・行政中枢機関・産業機能等が太平洋側に偏って集中している。日

本海側は災害リスクが全くない地域ではないが、首都直下地震や南海トラフ地震の

発生に備えて、首都直下地震とは断層面のズレ方や性質が異なる別リスク帯や、南

海トラフ地震の直接被害域外である日本海側に機能を分散させ、同時被災を回避す

ることで、国家全体のレジリエンスを高めることが求められる。 



 

首都直下地震や南海トラフ地震は、 「想定」ではなく 「前提」としてとらえるべき

段階に入っており、日本海側は国家存続を担うもう一つの国土軸として位置付けら

れるべきである。 

 
Ⅱ 日本海側の優位性と大規模災害に対し日本海側が果たすべき役割 
 

日本海側は、首都直下地震や南海トラフ地震が発生した場合には、太平洋側との
同時被災リスクが相対的に低く、加えて、電力・水が豊富で、交通・通信・産業集
積が一定程度進んでいることから、災害への対応余力もあり代替拠点としての機能
を期待できる。 

日本海側はこうした地理的特性や地域資源を有効に活用し、大規模災害時に次の

役割を果たすことが可能と考える。 

① 首都中枢機能・物流・医療・通信の代替拠点化と、災害関連死を出さないた

めの二次避難の受入れが可能で、災害リスクの地理的分散ができる 

② 企業 BCP を支え、産業・金融・データ等の同時停止を回避し、国全体の経

済活動の停止を防ぐための、産業・研究・データ拠点の第二極が形成できる 

③ 太平洋側港湾・空港が被災した際の国内外物流の生命線として、港湾・空港・

鉄道・高速道路の結節による代替物流ルートを形成し、太平洋側機能喪失時の

受け皿（冗⾧性確保）となる 

 
Ⅲ 日本海側国土軸の戦略的活用 
 
１．首都機能等の分散配置 
 

① 首都中枢機能のバックアップと一時的移転体制の確立 

首都圏内での代替拠点だけではなく、ライフライン途絶や交通支障の影響を

受けない日本海側に首都中枢機能の移転を進める必要がある。その際、地方か

らの提案募集型ではなく、移転に係る評価指標に災害発生時のバックアップの

観点を含め、政府主導で進めることが望ましい。 

② 人口の分散と広域二次避難者の受入体制の整備 

災害時に被害を受ける可能性のある人口そのものを減らす観点から、平時か

らテレワークや二地域居住の促進等により、人口の分散を図るとともに、地方

での業務継続や避難先の確保を容易にする環境づくりを進めることが望まし

い。 

また、広域にわたり電力・通信・水道・物流などの基盤インフラが機能不全

に陥る事態も想定し、避難所を開設しても支援が十分に行き届かないことによ



 

る災害関連死の発生を防ぐため、日本海側において発災直後から、広域二次避

難者を受け入れられる中⾧期滞在を前提とした居住環境の確保や、医療・福祉、

生活支援、業務継続が可能となる体制整備が必要である。 

③ 経済中枢機能（企業・金融）の複線化（冗⾧性確保） 

企業が、日本海側に本社機能の代替拠点をあらかじめ確保し、BCP （事業継

続計画）に反映するよう、国の継続的な支援が必要である。また、地方銀行に

おいては、広域連携によるデュアルオペレーション体制の構築を早急に進め、

金融決済システムの維持を図ることが求められる。 

④ デジタル基盤の分散配置 

大都市圏に集中しているデータセンターや IX （インターネット・エクスチェ

ンジ）等のデジタル基盤については、2025 年以降も開業する 29 施設のうち、

日本海側に立地するのは比較的小規模な松江市と石狩市の４件のみで、あとは

東京圏・大阪圏に集中している。日本海側への常設配置を進め、同時被災リス

クの回避を図るとともに、日本海側への分岐支線の追加や広域ハブの整備によ

り、太平洋側とのデュアルオペレーション体制を構築することが求められる。 

 
２．日本海側広域交通・物流回廊の強化と冗⾧性確保 
 

① 海上ネットワーク：日本海側拠点港の機能強化 

日本海側の 26 港が拠点港に指定され機能分担が行われているが、国際拠点

港湾はわずか 2 港 （新潟、伏木富山）と少なく、太平洋側との貨物取扱量、イ

ンフラ水準等に格差がある。東アジアとの近接性のメリットを活かすとともに、

大規模災害時にわが国への船舶の入港を止めず物流を維持するため、拠点港か

ら国際拠点港湾への格上げと更なる機能強化が求められる。 

② 陸上ネットワークの連結とミッシングリンク解消 

港湾から陸揚げした物資の迅速かつ安定的な運搬には高速道路網が不可欠

であり、日本海沿岸東北自動車道や山陰自動車道、日本海側と太平洋側を接続

する中部縦貫自動車道の未整備区間（ミッシングリンク）の早急な解消が求め

られる。 

また、新幹線は物流にも重要な役割を果たしており、地元の理解を得た上で、

新幹線未整備区間（北海道新幹線の整備計画路線「建設中区間（新函館北斗～

札幌）」、北陸新幹線の整備計画路線「未着工区間（敦賀～新大阪）」、山陰新幹

線の基本計画路線）の早急な整備が求められ、ネットワークの連続性を確保す

るとともに、港湾、道路、鉄道等が面として機能することが必要である。      

 以上 
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出典：①中央防災会議 防災対策実行会議 
南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（2025 年 3 月） 
 
②中央防災会議 防災対策実行会議 
首都直下地震対策検討ワーキンググループ（2025 年 12 月） 



 

【参考資料 2】 
 
大規模データセンター建設計画（    は日本海側） 
・2025 年以降に開業するデータセンター（日経クロステックより） 
⇒29 施設中、日本海側に立地するのは比較的小規模な松江市及び石狩市の４件のみ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：日経クロステック（許諾を得て掲載） 
『2025 年以降に開業するデータセンターはどこにある、20 社 29 施設を調査』 
https://xtech.nikkei.com/atcl/nxt/column/18/03054/122500010/ 
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出典：国土交通白書 2024 資料編 
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出典：独立行政法人日本高速道路保有・   
   債務返済機構「高速道路路線図」 



 

【参考資料 5】 

新幹線 

⇒高速道路と同様の課題あり(     ) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国土交通省「全国の新幹線鉄道網の現状」 
（https://www.mlit.go.jp/tetudo/content/001732043.pdf） 
 


